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都 市 工 学 （urban engineer ing）， 土 木 工 学 （civil engineer ing）， 国 際 経 済 学 （international
economics），地域研究（area studies）などがある。いずれも距離や面積といった空間的側面を取り扱
うもので，これらを総称して，地域科学（regional science）と呼ぶ。
さて地域経済学は1950，60年代に地域経済政策への関心の高まりを背景にして生まれたもので，
1960年には，「地域経済学の原典」といわれるアイサード（Isard, W.）の主著『地域分析の方法』が
出版された。アイサードはその著書のなかで，地域経済研究を社会学や人口学，地理学，歴史学など
多様な分野と重なる，より広い学際的な分析枠組みの中で行うべきものとした。地域は，人間が住み
暮らす場であり，自然環境や文化的要素など多様性を特徴とする総合的空間であるから，経済学だけ
で地域問題を処理したり，地域計画をつくるのは不十分としていたからである。それゆえ，地域経済
学ではなく，学際的研究の立場を表明する地域科学あるいは地域分析（regional analysis）という言
葉を使っている。人間が住み暮らし発達する場である総合的な性格をもつ地域にふさわしい新しい経
済学として，地域経済学を創造する必要があると考えたのである。これは先の日本学術会議が提言で
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述べたことのベースと言えよう。
（４）マルクス経済地理学
地域経済学においては経済地理学という分野があり，現実の地域（空間）的展開を対象とする学問
として発展してきた。いわゆる地場産業の産地も主たる研究対象である。
1960年以前の経済地理学の主流は立地論であった。初期の立地論は，産業の地域的な相違をその場
所の自然的環境条件に求めるものである。しかし，近代の経済構造は距離や広がりなどの空間条件の
ほか，技術的な要因が大きなウエイトを占め，気候や自然は産業の盛衰にあまり影響がなくなってい
る。
日本の経済地理学はマルクス経済学の考え方が強い。この基本的立場を一言でいえば，資本主義経
済の下で生産力あるいは経済活動はどのように配置されるか，そしていかなる経済地域が形成される
かを歴史的・法則的に明らかにするものである。日本でも，戦後マルクス経済学が大流行した時期に
経済地理学はこうした立場で研究がなされた。
たとえば，農業地域と工業地域（都市的地域）の対立の構図については，資本主義は産業革命を経
て，工業地域と農業地域を分離させるだけでなく，両地域間の成長率の差と対立をもたらす。そし
て，農業地域で獲得された地代が高い利潤を生み出す工業地域に投資される。大企業の支配する独占
資本主義段階では，農・工間の鋏状価格差（シェーレ）が生じ，工業地域と農業地域の収奪関係は深
刻化する，というような議論である。「シェーレ」などは，筆者が若い頃に盛んに使われた用語であ
る。
現在でもマルクス的アプローチは，地域経済論において一定の影響力をもっており，地域経済学や
都市経済論のテキスト，解説書の大半はこの立場からの議論が多い。資本主義の下で，古くから発達
してきた工業地域が不況地域化したり，農村地域が地域開発政策によって工業地域として急速に成長
したりして，地域経済が不均等発展をしていることは否定できず，反市場主義の理想論としてはわか
りやすいからだ。
問題は，マルクス的アプローチが，資本主義という体制そのものを批判することに終始しているた
めに，地域経済の発展を考える政策論はほとんどなく，あっても教条的なもの，非現実的なものがほ
とんどである。また，物事を支配・従属ないし資本・労働という関係で整理し，現実にはしばしば見
られる協力とか共生などを無視した議論が多い。
（５）近代経済学の地域経済学
（新古典派経済学における地域の経済問題）
近代経済学の主流の新古典派経済学では，先にも述べたように経済活動の空間的側面，地域的視点
はほとんど無視されている。これにはマーシャルが，経済においては時間的要素の方が空間的要素よ
り重要だとのことを『経済学原理』で記していたことが影響しているようだ。
この新古典派地域経済学のアプローチは，空間（距離）を克服する費用（輸送費）を経済分析に導
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入する空間経済学として登場した。新古典派においては，人間は資本や土地と並ぶ生産要素の１つと
して扱われる。そして，生産要素の空間的移動性（mobility）は，資本が最も大きく，人間，土地の
順で小さい，という。市場を自由にしておけば地域問題は生じない，という主張は，人間，資本，土
地といった生産要素も高い移動性を持っていることを前提としているのである。
そしてこの生産要素の移動性は，技術進歩，交通，情報通信ネットワークの整備，信用制度，教育
その他の発達により高まると考えられている。だから，利益率の高い成長地区への資本移動が合理的
な行動とする新古典派にとっては，労働者の職業訓練や人口移動への助成金，雇用情報の充実などに
より，沈滞地区の労働を移動することが最も効率的な公共政策だということになる。しかし，現実に
は生産要素間で移動性に差があり，特に人口移動は簡単ではない。だからこそ，地域的失業や不況が
目立つのである。
新古典派理論が対象とする世界では，社会的公正あるいは社会全体にとって望ましいかどうかとい
う問題とは無関係である。現実の市場は常に均衡しており，市場が円滑に機能している限り，経済活
動の地域的集中とか地域的不均等発展は起こりえない。なぜならば，新古典派理論は，完全競争が競
争的市場均衡を導き，パレート最適 の状態であるという命題に立っているからである。
ともかく，新古典派的アプローチは，過去のデーターと単純化された経済理論から論じているた
め，ダイナミックに動く現実の経済ではマクロにおいてさえ説得性に欠ける面が多い。まして深みの
ある地域について，後述するようにマクロのデーターに比べても格段に信頼性が乏しい地域の経済
データを適応して論じるのはほとんど無駄というべきであろう。
（立地論と地域経済）
先に述べたように，立地論は産業立地決定における経済環境の空間的次元の影響を研究する。この
場合の空間は，伝統的地理学のように多様で具体的な地域ではなく，抽象的な空間的な広がりであ
る。そして，原料地，市場への距離と経済活動の地域的集積に焦点をあてて理解される。
また立地論では，企業と家計は他の場所に比較してより高い利益をあげうる場所に立地すると仮定
する。家計は雇用の機会が存在する場所に立地するものとみなして，企業の立地を注目するのであ
る。
立地論の代表は，最小費用立地論を展開したチューネン『孤立国』（1826年），ヴェーバーの『工業
立地論』（1909年）で，一般均衡論としての立地論の代表は，階層的六角形市場圏モデルを展開した
レッシュの『経済立地論』（1940年）である。これらの成果を生かし戦後の立地論は，近代経済学
（新古典派）からの接近と重なる形で，高度な数学的手法を用いてその精級化をはかっていった。
この立地論は，空間経済学へと発展していった。今日，一国の地域的空間は，高速輸送，情報手段
の発達により狭くかつ同質的になっているとみる。こうした状況の中で地域経済学は単に費用と時間
の効果について研究する立地論的な空間経済学だけでよいのかという考え方が生まれた。そして，地
域経済学が目指す今後の課題は，経済主体の行動パターンをふまえて地域的成長の過程をとらえるこ
とであるとし，そのためには，地域経済学は通常の経済学でとりあげられている金融機関の行動と役
割，市場構造，企業家精神，民間投資および公共投資の決定，税，財政政策についての仮説を含んだ
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ものになっていく必要があると言う考えが出てきた 。つまり，これからの地域経済学は，その他の
経済学と同じように分析していくべきであって，立地論以来の空間概念の研究はそれほど必要でなく
なるというのである。
立地論では立地に必要なあらゆる情報を知っている経済人が立地決定者として想定されているが，
現実の企業家がもつ情報は限られている。最大利潤をもたらす最適地点に立地すると考えるよりも，
企業の存続や成長に必要な一定の条件が得られる範囲内であれば，経営者の故郷であったとかの理由
で立地されると考える方が実際に近いといえよう。このような反省から，近年の立地論は，いわゆる
全知の経済人を仮定する規範的アプローチから，一般的人間行動の観察から概念を導く行動科学的ア
プローチヘと発展した。
（６）地域経済分析の道具とその評価
近代経済学にもとづく国民所得推計（現在は国民経済計算に衣替えしている）や産業連関表は，国
レベルの経済成長の計測や産業の需要予測を行うための道具となっている。そしてこれらの道具に地
域的な視点を導入して，地域所得推計や地域産業連関表の作成などを行い，地域経済の循環を計量的
に分析する努力がなされた。これによって，地域経済活動の実態把握がある程度進み，地域経済政策
の構想や分析に一定の役割を担った。
日本では，経済の地域的循環を計量的に分析するための資料として，各県が作成する「県民所得統
計年報』および全都道府県について経済企画庁（現在の内閣府）が編集する『県民経済計算年報』や
各市の『市民所得統計』が作成され，産業の循環過程については，５年おきに，各県の『地域産業連
関表』および通産省による『地域間産業連関表』（東北地方，関東地方といった全国９ブロック地域
間産業連関表）が作成されている。
地域経済を統計数値で分析する資料としては，これらのほかに，国勢調査，事業所統計，工業統
計，商業統計，特定サービス産業実態調査などがある。
問題はこの「地域経済計算」等に使用される地域に関する経済データが，人口統計を除くと国の経
済データに比べて著しく劣っていることである。したがって，地域データの信頼性は，国の統計に比
べてはるかに劣る 。この点を理解せずに，出てきた統計数値を鵜呑みにして地域経済分析を行って
いる経済学者やシンクタンクがほとんどである。経済学は科学であるとか，数値に基づいた客観的な
議論が必要だというのであれば，地域データの信頼性についてもう少し注意を払わなければなるま
い。地域の経済データの充実が望まれる所以である。
第２章 日本の地域経済
以下では，実践的な地域経済論について考察することとする。実践的というのは，現実に行われた
地域の振興策や活性化策という意味である。多くの地域はマルクス的地理学や，新古典派理論で記述
されているような変遷を経て存在しているのではない。伝統や文化を含めた広い意味での地域固有の
資源を生かし発展に取り組んできたのである。したがって，現実に存在する地域には一般化，汎用性
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の理論が適用できる地域はほとんどない。伝統ある地域は，教科書的なメカニズムを超えて存在して
いるのである。
１．政府の地域経済政策に対する見方の変化
政府の地域政策に対する見方は従来と大きく変わってきた。これは日本だけでなく，イギリス，ド
イツ等の先進国でも見られる現象である。経済学的にみれば，ソ連の計画経済の敗北，市場主義の勝
利に伴う社会主義的平等政策の転換とも言えよう。まず政府の地域経済に対する現状認識をみてお
く。
（１）経済財政諮問会議における問題意識
経済財政諮問会議は平成13年６月に『今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方
針』をまとめたが，この報告書で地域に関しては，「個性ある地方の競争――自立した国・地方関係
の確立――」を目指し地方の潜在力をいかに発揮させるかということが強調されている。この主旨は
以下の通りである。
１．地方の潜在力の発揮
「国・地方の間では，ローカルな公共事業にまで国が実態的には関与している。国は，こ
うした関与に応じて，補助金や地方交付税によりその財源を手当てし，全国的に一律に行政
サービスが提供されてきた。こうした仕組みは，一方で，地方自治体が独自に地域の発展に
取り組む意欲を弱め，地方は中央に陳情することが合理的な行動ということになりがちであ
る。また，国の非効率が地方の非効率につながる仕組みである。その結果，全国で同じよう
な街並みや公民館ができ，個性が失われ，効果の乏しい事業までが実施されるという弊害も
見受けられる」。
２．個性と自律
「これまでは〈均衡ある発展〉が重視されてきたが今後は〈個性ある地域の発展〉，〈知恵
と工夫の競争による活性化〉を重視する方向へと転換していくことが求められる……今後
は，〈自助と自律の精神〉のもとで，各自治体が自らの判断で，行政サービスや地域づくり
に取り組める仕組みに是正する必要がある」。
３．自立し得る自治体
「このため，市町村の再編等により，国に依存しなくても〈自立し得る自治体〉を確立し
なければならない」。
４．地方の自律的判断の確立
「行政サービスの権限を住民に近い場にするとともに，受益と負担の関係を明確化する」
５．地方財政にかかる制度の抜本改革
「自らの選択と財源で効果的に施策を推進する方向に見直すため，地方交付税を客観的基
準で調整する簡素な仕組みにし，あわせて地方行財政の効率化を前提に，自らの判断で使え
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る財源を中心とした〈自助と自律〉にふさわしい歳入基盤を確立することが重要である。そ
うした観点から地方税の充実確保とともに，地方交付税のあり方の見直し等，国と地方の税
源配分について根本から見直す」。
以上のように，経済財政諮問会議における問題意識は自己責任性，地方分権のトーンが強くでてい
る。ここで提示されている議論は当然の事ながら，主流的経済学者の共通した考えで，主張されてい
る地方財政改革論も新規なものではない 。
（２）産業構造審議会の考え方
これに先だって，旧通産省の産業構造審議会は，地域経済に関して産業構造審議会は次のよう報告
している 。
〈自立した地域社会〉
「今後，地方分権化の進展とともに，各地域単位で，相応の負担に基づく相応の受益と言っ
た，負担と受益の対応関係の明確化が求められる。地域の生活圏・経済圏が大きく様変わり
した中，既存の行政区分を引きずる地方自治体（都道府県及び市町村）は，自主財源の充
実・確保，思い切った合併による政策機能・行政基盤の強化と，より広域的資源配分による
効率的な基盤整備，NPOなどの地域共同体の参画による住民が担う小さな地方政府の実現
が必要である。また，地域経済は，公共事業への依存度を下げつつ医療福祉需要の増大に牽
引される形で，高齢社会対応型経済へとその産業構造を変革し，これにより，雇用機会を創
出しつつ，内発的・自立的発展の途を拓く可能性を強く示している。福祉・教育等地域住民
サービス分野は，住民が最終的に負担し，受益する分野であり，高齢者・女性を含めた住民
の積極的な参画が期待される。多様な参画と自立を実現した地域社会の形成は十分実現可能
であると考える」。
〈情報化で活性化する地域経済〉
「地域経済活性化のためには，その持てる優位性，限界を熟知した地域自体が，主体的役割
を果たさなければならない。そのためには，各地域が地域固有の資源の活用に加え，資金・
人材・技術・情報等の支援を行うプラットホームも含め，持てる資源を相互に補完・結合し
あうネットワーク形成が非常に重要になる。情報化はかかる観点から，地域経済社会活性化
に重大な寄与をすることも期待される。情報化社会の中で大都市と対等な競争条件が確保さ
れつつある。今後は，中核都市を中心とした地域，大都市が相互に連携をもちつつ，その魅
力を競い合う，新たな地域経済社会の展開が期待できよう。」
（３）地方分権の推進
このように，政府の地域政策は従来の指導型から自立促進型へと大きく変化している。これは経済
のグローバル化の動きと密接に関係しているが，地方分権型行政システムへの転換の一環である。
すでに2000年４月１日，地方分権一括法が施行された。これにより，国と地方公共団体の関係は従
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来のどちらかといえば「上下・主従」関係から「対等・協力」に変わった。国の機関委任事務は廃止
され，国の地方公共団体への関与は限定的なものとなり，関与する場合でも，調整ルールと手続きは
より透明化を求められている。国等から地方公共への権限委譲の推進が図られたのである。
同時に，地域産業政策については，先に紹介したように，通産省産業構造審議会地域経済部会報告
書（99年）が「地域固有の資源を産業を活用した地域経済の内発的・自発的発展を図る政策」を「地
域産業政策」と規定し，従来の「産業立地政策」とは区別した上で，地方公共団体が主体的に取り組
んでいく必要があるとしている。
以上のように，地域政策は，国主導で地域間格差の是正を進めてきた時代から，地方公共団体主導
による地域の特性と自己責任によって地域の自立化を進める時代に変化してきている。
２．地域自立化について
（１）1970年代の内発的発展論，地域主義の提唱
先に述べた政府の報告でもしばしばでてくる「自立化」とはなんであろうか。この地域自立論は，
地域の衰退が顕著になるにつれ，それを如何に再生させるかの見地からこれまでにも脚光を浴びてき
た。ブーム的な意味での地域自立化の動きは戦後２回目である。
余談になるが，これまでの日本での経済事象のブームは，IT 革命，規制緩和を見ても分かるよう
に，常に海外依存型である。海外で採られた政策や論文等をいち早く紹介するのが経済学者の仕事の
ような感じを持つ程，また学術会議でも指摘していたように輸入依存である。
ともかく，第１回目の地域自立化の契機は1973のシュマッハの「スモール・イズ・ビューティフ
ル」で，地域を基礎に社会を再組織化する発想に基づき，中間技術，経済の地域内循環を展開したも
のである。こうした主張は，オイルショックや環境制約に関する議論の高まりと軌を一にしたもので
ある。75年にはスウェーデンのダグ・ハマーショルド財団が国連特別総会に包括的な地域自立問題を
提示した。この報告書が「もうひとつの発展」と称されたもので，地域を発展の単位として，基本的
必要の充足や個人の発展を目指すこと，内発的・自立的発展を図ること，エコロジー的に健全である
こと等に配慮した新たな地域発展モデルの提示であった。
日本では，玉野井義郎が「地域主義」として「一定地域の住民がその風土的個性を背景に，その地
域の共同体に対して一体感をもち，地域の行政的・経済的自立と文化的独立性を追及すること」を提
唱した。清成忠男は地域主義を「地域を土台にして社会の再組織化を推し進めようとする考え方であ
り，その実現には，土地利用の計画化，住民参加の計画策定，地域経済の自立等が不可欠」と述べ
た。
こうしたなかで，地方行政ベースでは「地方の時代」が知事によって主張され，当時の神奈川県知
事の長洲一二は「地方の時代とは，政治や行財政システムを委任型集権制から参加型分権性に切り替
えるだけでなく，生活様式や価値観の変革をも含む新しい社会システムの創造である」との認識の下
でブーム的な活躍をした。
こうした自立化の考え方は，オイルショック以降のいわゆる内発型地域振興の動きに反映し，国の
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政策においては，三全総の定住圏構想（77年），テクノポリス法（83年），大平内閣の田園都市国家構
想（80年）において，地域主体の計画策定や総合的な地域づくりの発想が盛り込まれた。こうした中
で，北海道の池田町ではワインづくり，大分県の各市町村では，一村一品運動が盛り上がりを見せる
など，独自の活性化をする動きも見られた。
（２）地域再生運動の高まり
今回，90年代のブームは第二回目で，「コミュニティ」が地域政策のキーコンセプトとなってい
る。アメリカの「セルフリライアント・コミュニティ」の理念，すなわちエネルギー，都市型農業，
生活，文化，福祉，環境等の地域向けサービスを住民出資等の地域企業が域内からの資金調達や地域
通貨等で提供する循環型の地域振興モデル等が注目されている。また，ヨーロッパでは，「コミュニ
ティ・エコノミック・ディベロップメント・イニシアティブ」の考え方が示され，コミュニティから
の地域再生戦略が重視されている，という 。こうしたなかで，イギリスでは，1991年に市町村が都
市計画マスター・プランを策定することが法律で義務づけられた。そして，日本でも同様なマス
ター・プランづくりの義務づけが1992年の都市計画法改正によって行われた。
ちなみに，都市計画の専門家によれば，イギリスの都市計画に日本が学ぶべき点は，次の４点であ
る 。第１に，都市計画制度の先進性である。つまり，行政手続きの透明化，行政情報の公開，市民
参加の規定などである。これによって，誰もが都市計画に対して機会の平等が与えられた。
第２は，多様な種類の専門家の果たす役割が大きいことである。具体的には，プランナー，インス
ペクタ―などの専門職，計画・環境・法曹界，議員集団などのもつ専門知識・ノウハウは種々の法制
度が確立されていく中で生まれてきたが，そうした多様なアクターはそれぞれがプロとしての規範に
責任をもちつつも，連携しながら相互の緊張関係を保つことによって，地域環境の維持・保全に関
わっている。
第３は，市民基盤ともいえる基礎体力の強さである。つまり，自己組織化社会，市民支援ネット
ワーク，オンブズマン制度などが特徴として挙げられる。こうした組織は，組織化されていない弱者
を支援したり，その代理人となって強者のチェックをするといった役割も果たしている。
第４は，長い時間をかけて根気よく，粘り強く問題を解決していくやり方である。つまり，革命を
おこすでもなく，再開発によってバッサリと地区を改造するのでもなく，歴史を大切にしながら，一
つ一つの出来事をていねいに付け加えていくやり方である。
以上のように，改革推進者，経済的効率性を中心に見る人たちからみれば，コストや時間を無駄に
している，現状追認姿勢が強いといった批判がなされようが，これが成熟社会のまちづくりなのであ
ろう。歴史と文化を重視しようとするならば，日本の地域社会の再生にとっても，参考とすべきであ
ろう。
（３）地域再生のための街づくり
すでにのべたように，地域経済が全体として盛り上がりを欠いているのはグローバル化，構造改
160
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
地域と経済
革，規制緩和等の要因が大きいが，こうした要因とも関連しているが，近年，多くの地域で中心市街
地の衰退・空洞化が進み，中心部人口の減少，空き店舗の増加，大型店の撤退などが顕著である。
「街の顔」である中心市街地・商店街の空洞化は単に商業だけの問題に止まらず，中小企業全体，伝
統・文化，コミュニティなどに大きな影響を与え，地域全般の停滞・衰退感の原因となっていると考
えられるが，その要因としては類型化すれば，次ぎの要因に整理されよう。
ア．都市近郊に「郊外型大型店」が進出し顧客を奪われた。
イ．規制緩和・自由化のながれのなかで，「安い輸入品」が流入し，ディスカウント・ストアやア
ウトレット・モール，コンビニエンスストアなど「新業態の出現」に顧客を奪われた。
ウ．大店法による出店規制に護られて商店自体が自店の事業の発展に必要な「新業態の開発」や
「業態間・業態内の競争」を回避してきた。
エ．職住分離などの影響もあってか「地域との関係」が徐々に希薄になってきた。
こうした事情を背景に，平成10年に生活環境の観点から大型店に配慮を求める「大規模小売店舗立
地法」，土地利用計画に基づく開発規制を行う「改正都市計画法」，中心市街地活性化を支援する「中
心市街地活性化法」のいわゆる「街づくり３法」が制定されている。現在，各地では，この「街づく
り３法」を活用した“街”の活性化に取り組んでいる。この「３法」の大きな特徴は，地方分権の流
れに沿って，地域の主体性，自己責任の原則が強調されたことである。
これ以前から，街づくりの再生に既に成功した都市がいくつかあり，自らの街づくりの参考として
市町村関係者等が数多く訪れている。筆者が訪ねた滋賀県長浜町の「黒壁」を利用したまちづくり
も，地域活性化の一つのあり方を示すものとして注目されている 。
いずれにせよ，井原 も地域振興に関して述べているように，今後の街づくりとして必要な点は
「経営的」視点を導入することであろう。当然のことながら，街づくりは長期・継続的に進めていく
もので，街づくりを地域経済の活性化に役立たせるには，政府，地方公共団体や関係団体等のみなら
ず市民全体が街づくりの重要性について考えを共有することが重要である。
今後の地域の経済社会を考える上で，大事なこととして「地方分権」もある。地方分権とは，おお
まかにいうと，地方が自主性をもって政策決定などの行政運営にあたるシステムである。従来日本で
は，国と地方の関係でいえば，地方に対する国のコントロールが強すぎるとの指摘がある。現在のよ
うに，地域住民の生活が多様化し，高齢化もさらに進展すると見込まれる中では，地域の役割が益々
重要になってきた。住民の身近なニーズを汲み取った政策ができるのは地方政府だからである。
地方分権については，90年代後半以降，様々な形での骨格づくりが整い，2000年４月には地方分権
一括法が施行された。その内容は，国の地方への関与の見直し，市町村合併の推進など多岐にわた
る。地方分権が進み，地域間競争が激しくなる中では，地域の盛衰は地元の人々の対応如何で異なっ
てくることに留意し，各地域は各々の特性・事情を踏まえ，街づくりに取り組んでいくことは当然必
要である。
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おわりに
独自の生活様式・文化を育む地域
地域は，その背後に地域独自の生活様式・文化をもっている。地域という一定の範囲で歴史的に積
み重ねられてきた生活様式が独自の地域文化を生み，地域の産業発展の基盤となってきたことは間違
いない。人々が住み，働き，育ち，楽しみ，文化を継承し創造する地域の生活において，人々の生き
方が，たとえば歴史的に形成されてきた都市と文化・伝統を大事にし，これらを活かした多様な企業
が発展するといったかたちで，地域のあり方が産業を規定した場合もある。経済的豊かさのみを追求
していけば，多くの地域では衰退が不可避である。のみならず，グローバル化の潮流でモノカルチャ
に陥ってしまえば，人間的豊かさも失われるだけでなく，今後の経済的技術基盤も喪失し，日本全体
が衰退していくことになろう。
現代の生活様式でも，地域独自の生活様式・文化を維持させることができるかどうか，地域がもつ
快適さ，教育，文化，観光，交通等の面で価値ある役割を果たしうるかどうかは，グローバル化の進
展という流れのなかで，独自の地域経済を発展させて，日本という地域を発展させていく上で重要で
ある。
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